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　はしがき
　消費者保護の問題は，法理論的にも，いろいろな課題
を投げかけている。そのうち，とくに私法の面について
みれぽ，従来の契約理論を中心として，私法理論自体の
変革を迫るものがあるように思われる。しかし，ここで
は，このような法理論的問題に立ちいたる前に，その実
態に焦点をあててみることにした。そのなかで，とくに
とりあげたのが，住宅ローンに関連して生ずる消費老保
護の問題である。この問題については，民間住宅ローン
の貸手側からみて出てくる諸問題を中心に，日本土地法
学会において「住宅ローンの貸手側の諸問題」と題して
報告（土地問題研究双叢17号掲載）をし，他面では，住
宅P一ン借主保護をめぐる政策的課題の一としての「住
宅ローン債権取立・実行上の保護」につき，法と政策11
号に研究成果を発表したので，ここに，それらを加筆修正
ながら転載して，社研の研究報告にかえることにする．
　1．住宅ローンの貸手側の諸問題
　1　はじめに
　私の報告は，民間住宅ローンの貸手側からみて出てく
る諸問題を提示するのが目的である。そのために，ま
ず，貸手側の実態から得られた諸問題とのかかわりにお
いて，検討を加えることにする。
　なお，それと併せて，住宅金融の特性一とくに企業
金融との対比においてみたところの特性一に注目しな
がら，これとの関係においても考察する。この結果，そ
の特性を列挙的にあげてみると，①貸付の少額・大量
性，②貸付期間の長期性とそれに伴う長期危険性，③貸
付資金の固定化性，④貸付先の汎個性性，⑤返済主体の
個人性，⑥貸付返済金のてい減性，⑦消費者金融性，⑧
福祉的・政策的金融性などがみられると思われる。そこ
で，このことに留意しながら，貸手側の貸付行為・債権
管理・債権保全・債権回収その他債権流動化などとの関
係において検討することが必要になるわけであるが，こ
こでは，そのうち重要と思われる諸点に恣意的に限定し
て取り挙げるにとどめる。
　2　民間住宅ローンの種類と問題点
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　資料P46の図示は，其都銀の住宅ローンの種類と担保
徴求の図表である。これを見ると，住宅ローンには種々
のものがあるといえる。そこで，このことから図表でも
大別されている提携型と非提携型の区別とその法的意味
について，一つの問題を提示しておきたいと思う。
　提携型と非提携型の区別については，書物などをみる
と，従来，一般的に，提携型というのは金融機関が特定
会社と提携し，その保証に基づいて融資する場合であ
り，非提携型というのは，特定会社の保証によらない
で，購入者に直接融資する場合であると説明されてき
た。そこで，このような区別に従うと，住宅ローン債権
の保全の方法における差異として，法律的には非常に意
味のある区別ということになる。そして，提携型がこの
ようなものであるとすると，提携企業に対する直接融資
の変更にすぎず，企業金融の域と脱していないとみるこ
ともでき，他面では，提携先（とくに不動産会社）の長
期保証債務の累積化が問題になってくることが必然とい
える。
　しかし，実情では，現在，提携型の場合も図表の（A）保
証保険型か，←）綜合信用保証型が一般的に利用されてい
ることから，提携先の保証からの解放がみられ，その結
果，債権保全面では非提携型と何ら区別がみられなくな
ったとみることができる（法的意味をもっていたところ
の債権保全という点からの区別が出来なくなったわけで
ある）。
　そこで，このような実情にかんがみ提携型と非提携型
を区別している要因はなんなのか，そのような要因によ
って区別されるとぎ，その区別は法的に何らかの意味を
もつものなのかにつき考察する必要が出てきたといえよ
う。提携型になる要因としては，典型的なのは提携先の
保証のある場合であるが，しかし，保証が行われていな
くても，①提携先の不動産販売にあたって融資が特約さ
れている場合，②提携先の従業員に融資することを特約
している場合，③貸付にあたって協力義務が特約されて
いる場合，④融資金を直接受領することにつき特約され
ている場合などが指摘できる。この結果，住宅金融は提
携型の場合も，企業金融地域を完全に脱したものと捉え
ることができる。しかし，今度は以上のような要因，と
くに②以下の要因しか存在しないという場合に，提携型
であることのために非提携型と異なる法的意味づけを行
いうるかどうかが問題になる。その一例として，提携ロ
ーソで欠陥住宅がでた場合に金融機関もある程度責任が
あると考えるべきかどうかの問題を考える場合，今日，
多くの学者は責任を問う方向で考えようとしているよう
にみうけられるし，金融財政事情研究会が，昭和53年に
行ったアンケート調査でも，貸手側では，将来は責任を
とらざるを得ないとするもの32．3％，責任はない52，7％，
その他という結果で3分1は責任を負うことを考えてい
るが，さきのような要因による提携型の場合でも同様に
考えることができるのかどうか，その根拠づけなどにつ
き，ぎめ細かく検討を加えなけれぽならないのではない
だろうか。
　3　融資対象物件の多様化と担保設定上の問題
　民間住宅P　一一ソの融資対象物件は，近年とみに多様化
しつつある。土地付住宅購入，土地購入，新築マンショ
ン購入，自己所有地上新築資金に対する融資から，中古
住宅・中古マンション購入，借地上新築資金，保留地購
入，買換えつなぎ融資．共有取得に対する融資というも
のにも拡大されてきているからである。このことは，貸
手側において，とくに担保設定にあたりいろいろな問題
を生むことになる。中古住宅・中古マンションの場合に
は売主に残債がある場合どう処理するのかとか，借地上
新築の場合に賃貸人との関係をどうするかとか，保留地
では担保権設定の登記のでぎないことにどう対応するか
とか，つなぎ融資では無担保貸付を覚悟しなければなら
ないとかなどが問題になってくる。ここでは，それらの
問題につき，解釈論的に検討するつもりはないが，融資
対象物件の多様化とともに，このような問題が登場して
くるのは住宅金融においては構造的なものであること
と，この反面として，担保設定上の問題が解決できれば
それに比例して融資対象物件の多様化がますます進展す
るという関係にあることを指摘しておきたい。
　それは，住宅金融における「不動産担保」の二面性に
あるといえる。この点は，昭和53年春の土地法学会で指
摘された，住宅金融においては，不動産のための金融＝
不動産取得のための金融であるという側面と，不動産に
よる金融；取得不動産を担保としての金融であるという
側面とを併有しているからだといえるのではないかと考
えられる。このため住宅金融では，両側を切り離して考
えるということは適切ではないということになろう。
　4　住宅ローンの長期性と長期危険の負担
　住宅ローンの最長返済期間に関するアンケート調査を
みると，貸手側では，10年が6．・2％，20年が82．6％と一
番多く，30年が5．6％その他と分布している。また，某
都銀の55年9月現在の平均返済期間は16年5月である
し，最近では最長期を35年とするものや，親子リレー・
ローンのようなものも現われ，その長期化性はますます
顕著になりつつある。
　ところで，住宅ローンのこのような長期化は，当然の
ことながら，借主側の事情の変更に伴う危険の負担をど
うするかを考えなければならないことになる。返済計画
の崩れ，金利の変動，くり上げ返済の要望などいろいろ
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制　　度　　内
式
表　某銀行の住宅P一ンの種類と担保
　　　　　　　　　　　　　1容　　　　　型　　　1　　　担
あらかじめ特定の宅地販売業者
または住宅建築業者（以上提携
先という）と提携して，当該業
者の販売する住宅，宅地の購入i飴頓出すもの。
?????ー????
あらかじめ親密優良企業（以下
提携先という）と提携して，そ
の従業員に住宅，宅地の購入資
金を貸出すもの。
（イ）一　　般　　型
非
?
携
方
式
（ロ）生　　保　　型｝
lQx）保証保険型
（3）
?ー??
?????ー????
　（5）
住1方
宅ン式
旦D＿■
　（6）
アロ
バ1
　1ン
　ト
あらかじめ特定の住宅建築業者
（以下提携先という）と提携し
て，当該業者の販売する賃貸住
宅購入資金を貸出すもの。
保
←）総合信用保証型
而：　般　型
（ロ）生　　保　　型
（ノ9保証保険型
原則として提携先の包括保証のみとする
（担保は提携先が保証の見返りとして徴求
する）。
ただし，個人信用部が指示した提携先につ
いては，前記の包括保証に加えて，貸出先
から当行が直接担保を徴求する。
貸出先から保証人または担保を徴求しない
で，損保会社の住宅ローン保証保険を担保
する。①
（担保は保証会社が見返りとして徴求す
る）
貸出先から保証人または担保を徴求しない
で．保証会社の住宅ローン保証を徴求す
る。
（担保は保証会社が保証の見返りとして徴
求する）
住宅ローンA方式に準ずる。
貸出先から当行又は損保会社が直接担保を
徴求の上，損保会社の住宅ローン保証保険
を付保する。
総合信用保証型　住宅ローンA方式に準ずる。
信用確実で，取引妙味のある個
人に対し，住宅，宅地の購入資
金を貸出すもの。
（イ）一　　般　　型
（ロ）生　　保　　型
（イ）生　　保　　型
（ロ）保証保険型
住宅P一ンA方式に準ずる。
住宅積立預金完了者に対して．
住宅の購入資金を貸出すもの。
信用確実で取引妙味のある個人
に対し当行独自で賃貸用住宅建
築資金を貸出すもの。
貸出先から購入対象の土地又は住宅（土地
他の場合は土地を含める）③を担保として
徴求する。その連帯保証人1名以上を徴求
しなければならない。
貸出先から購入対象の土地又は住宅（土地
他の場合は土地を含める）を担保として徴
求の上，④損保会社の住宅F・　一ン保証保険
　　　　　　　　　睡蘇する（齢保証人は徴求不要）・
e柵舘用保証到椛一ンA方式に準ず・・
（イ）一般コース型
（ロ）一般コース型
事務規定集「定期預金編」第5章「住宅積
立預金」参照
貸出先から融資対象の土地および建物を担
保として徴求する。
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な問題の生じることが予測されるが，これらの問題の法
的解決にあたって，借主側危険負担の考えのみで処理し
てよいものかどうか，住宅ローンのような長期性のある
商品を取り扱う貸手側において，そのことに伴い構造的
に内包する危険につき貸手側危険負担の考えを導入する
必要がないのかどうか，考えなければならないであろ
う。とくに，住宅ローンの消費者性に注目するとき，そ
れこそは重要視されなければならないのではないだろう
か。
　さらに，この長期性との関連で，担保上の問題をみる
とき，つぎの二つの点が指摘できると思われる。
　その一は，融資対象物件であり担保物件についての変
動に関連して生ずる問題である。物件の処分・賃貸・消
滅や用途変更などの場合に，住宅ローン債権なり，担保
権なりに変動が生ずるのかどうか．それが連動的に変動
する論拠はどこにあるのかなどが検討されなければなら
ない。たとえば，物件処分にあたっては一括返済が前提
とされているゆえん，物件消滅の危険も借主の負担によ
る火災保険でカー“’　・一することを強制している由縁などを
考えてみる必要があるのではなかろうか。
　その二は，長期性のゆえにローン返済方式として分
割・てい滅方式がとられていることとの関連における問
題である。それは，分割返済が順調に続けられることに
よって貸付残債務がてい滅するという特性をもっている
のに対し，担保の方は，担保権不可分性の原則により固
定化したままであるという現象が常態化することに問題
はないかということである。設定の時点における過剰担
保が問題にされるのならば，貸付残債務のてい滅化の結
果として生ずる過剰担保化についてもやはり問題視して
いく必要があるのではないだろうか。担保権の不可分性
についての見直しも問題化してくるのではないだろう
か。
　5　住宅ローン債権保全方式と担保構造
　住宅ローソ債権を保全する方法は，実に，多様であ
る。貸付債権や求償権担保のための融資対象物件担保
（抵当権設定や仮登記担保，譲渡担保などの利用），保証
保険，信用保証，個人保証．提携先保証，住宅融資保
険，公庫住宅融資保証，団体信用保険，個人物上保証，
連帯債務．預金担保というような典型的・非典型的・機
能的担保制度の利用にとどまらず，火災保険および保険
金請求権への質権設定，あるいは団体生命保険というよ
うなものも利用されている。
　これらを分類すると，①融資対象物件の利用，②人的
担保（とくに保証保険や信用保証）の利用，③補助的債
権保全の活用（火災保険や生命保険の利用），そしてわ
ずかではあるが，④特定財産の利用に大別できる。
　このなかで，まず，補助的債権保全の活用が常態化し
ていて，注目されるところである。これは，おそらく返
済主体の個人性という特性に帰因するものではないかと
思われる。
　ついで，②や③が利用・活用されていることによっ
て，貸手側の多様化・機能分化がみられ，この結果住宅
ローソの併用利用が多くみられることとの関係で，借手
側の重複過負担現象が生ずることになるのではないかと
いう心配がある。債権保全が融資対象物件によってのみ
行われるにすぎない場合は，併用利用が行われても，そ
の物件によって順位により保全すればよいだけである
が，とくに問題視する必要はない。しかし，②や③につ
いては，借手側は重複してそのための費用を負担しなけ
ればならないことになるわけで，たとえ借入れ金額に比
例した費用負担であるとしても，その場合には，重複支
出によるロスはかぶらなければならないという問題があ
るように思われる。この意味で，住宅ローンの併用利用
の場合には，貸付事務の一括処理の必要なこともさるこ
とながら，債権保全についても一括処理するという方
法，とくに②や③の場合には総額で一括して処理する方
法を考えるべきではないかと考えられる。
　さらに，債権保全方法について実情をみてみると．担
保構造としては非常に特長的な現象が生じてきているこ
とに気付く。それは，いわゆる物的担保の人的担保化に
よる債権保全現象とでもいうべきものである。すなわ
ち，住宅ローン債権に対する担保利用の現状をみると，
融資金融機関が直接，融資対象物件に対し物的担保を設
定するということは減少し．保証保険や信用保証という
人的担保によってカパーしている反面，この人的担保の
荷い手である機関が，将来求償権の担保のために融資対
象物件に対し物的担保を設定しているという実情がみら
れ，それがますます増加してきている。たとえば，保証
保険の利用状況をみれば，昭和50年度においては，住宅
ローン総額が5兆2，545億円であったのに対し，保証保
険で保全された額が1兆8，　097億円と34．4％にもなって
いる。また，信用保証の利用について，某都市銀行の非
提携ローンについてみると，昭和52年12月現在では，
2，552件に対し1，738件，約68％，昭和53年12月現在で
は，2，937件に対し2，611件，約89％という状態にあるこ
とからも知りうるところである。
　ところで，このような住宅ローン債権保全にあたって
の保証保険や信用保証の利用は，一口でいえば．大衆信
用ローンへの対応のシステムとして適合したことの帰結
といえる。小額・大量貸付の事務の省力化．小額・大量
の貸付債権管理および担保保持管理の専門化，担保実行
の専従化一これには，銀行の実行によるイメージ低
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下，処分実行に対する監督システムの回避という面も見
逃すことはでぎない一などの理由によるものといわれ
ている。
　そして，この結果は，保証会社や保険会社が物的担保
で求償債権を保全し，そのことによって融資金融機関に
人的担保を提供するという現象が一般化してきていると
いえるのである。このことは，側面をかえてみると，債
権者がその債権担保のために物的担保権者であるのが本
来的であるが，住宅ロr・一ンでは，貸付債権の債権者と融
資対象物件に対する物的担保権者が分離するという状態
が一般化してきているともいえる。
　このために，担保法の領域において担保管理制度の介
在に伴う検討が余儀なくされるであろうし，求償権担保
が一般化するにともない従来の弁済者代位の制度につい
ても再考する必要がないかどうか，新しい課題が登場し
てきたといえる。
　6　債権回収の実態と問題点
　住宅ローン債権の回収実態，他面では，こげ付き実態
は，われわれの最も感心のあるところである。そこで，
いくつかの事例にもとついてこれをみると，まず，損保
協会20社の代弁情況はつぎのようだと報告されている。
昭和48年は83件であったのが，昭和51年1，470件，52年
3，000件，53年5，100件，54年7，200件とだんだんに増え
ている。そして，その保険事故率をみると，昭和54年
で，55万4，000件に対し7，　200件ということであり，某
保険会社では1，000人に8人，0．8％だといわれている。
また，某綜合信用保証会社の昭和54年の例でみると，二
回遅滞にもとつく銀行からの事故報告率は3％，代弁請
求率は0．3％で，回収不能率は0．03％であるといわれて
いる。また，某損保会社の担保権実行状況は次の図のよ
うになっている。
　なお，某信用保証会社取扱いのこげ付き原因をみる
と，一番多いのが，自営不振，ついで勤務先倒産による
失業，ギャンブル，サラ金，自殺となっている。返済負
担の過重はそれほど大きな原因になっていないようであ
る。
実行方法1　ss年上期回収鯛1
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　ついで，代弁請求手続の実情をみると，信用保証の場
合は，借手側の二回の遅滞により事故報告がなされ，三
回になると代弁請求できる仕組みになっているが，某都
銀の例では実際は，代弁請求前に，弁済事情について考
慮し，弁済条件変更の相談に応ずる場合もあるといわれ
ている。保証保険の場合は，遅滞二回で事故通知が行わ
れ，破産その他期限の利益を失う事由の生じたときに保
険金請求ができるものとされているが，某銀行の実例で
は，この請求は，2か月から2年以内の間に行われ，一
番多いのが遅滞後6か月目だそうである。そして，支払
可能な場合は，この間に調整がおこなわれているそうで
ある。そして，いずれの場合でも，代弁後は，猶予しな
いでローン債権回収のための実行が行われている。
　以上のような実情からいえることは代弁請求前には，
更生の余地が与えられるが，代弁後には更生の余地は与
えられないということである。これは，更生の余地がな
いから代弁請求したのだからしかたがないという面もあ
るかと思われる。しかし，そのようなものとして割り切
ってよいのであろうか。別の側面からみると，これは貸
付先と担保先とが分離していることから生ずる問題では
ないだろうか。貸付先が自つから担保権を実行するとい
うような場合ならば，なるべく本来の債権にもとついて
回収の余地はないかどうかをどの時期においても配慮す
るだろうが，このように分離していて，担保権が実行さ
れるということになると，経済的合理性が第一次的に支
配し，非人情的になってしまうという要素が強くなるの
ではないかと思われるからである。このため，このこと
に関して何らかの配慮をすることが必要になるのではな
いだろうか。たとえぽ，会社の破産のような場合には，
更生の制度が用意されていることを考えると，ここで
も，このような制度が何らかの形ちで導入されてもよい
のではないだろうか。
　とくに，こげ付原因の非自己責任性の強いこと，住宅
P一ソ債権の消費者性，福祉金融ないし政策金融性など
を併せて考えてみると，その必要性がますます強くなる
といえる。
　そのための適切な試案を持ち合わせてはいないが，た
とえぽ，消費者和議の制度を設けるとか，公的機関によ
る信用補完制度を設け，そこで信用補完を行うととも
に，代弁後も，借手側の弁済能力に応じた長期返済を認
めるような機能を持ったものとするなどが，思い付きで
はあるが，考えられる。このことは，低利貸付や利子補
給にもまして検討されなければならないであろう。
　7　住宅ローン債権流動化の方法と問題点
　住宅ローン債権の流動化については，さきのアンケー
ト調査によると，貸付側としては52，8％がその促進を望
んでいる。それは，住宅金融の長期性に伴う資金の固定
化によるものと，一般的に考えられている。そして，こ
のことによって，住宅金融のための原資を確保しようと
いうわけであるが，その必要性は一応，承認できるとし
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ても，そこに問題はないのかにつき考えておく必要があ
る。このことについて，多少，うがった見方をすれば，
預金など低利で得た原資は企業金融に廻し，機関投資家
や他金融機関から．債権の流通の代価として得た高利の
原資が住宅金融に利用することを一般的に承認するとい
うことにならないかという疑問から生ずる。このこと
は，住金会社の出現やリース会社の関与と共通するもの
があると思われる。この点，私は，専門ではないのでそ
のように考えられるのかどうか疑問として止めておくこ
とにする。
　なお，住宅ローン債権流動化の方法としては，種々の
方法がみられる。これを，担保との関係で，もう一度，
みなおすと，抵当証券では抵当権と被担保債権が証券化
され，物的担保と結合して流通しているし，住宅抵当証
書では，従来は抵当権付貸付債権譲渡の性格を持ち，こ
こでも物的担保と結合して流通している。しかし，それ
とともに，今日では，信用保証や保証保険付のものでも
認められるようになり，この場合は，貸付債権だけが譲
渡されており，物的担保とは結合せず，人的担保によっ
てのみ保全されているだけであるという状態にある。ま
た，住宅ローン債権信託は，住宅ローン債権を信託し受
益権証書を指名債権譲渡により第三者に譲渡するもの
で，これも信託会社の信用によって保全されているにす
ぎない。そして，住宅抵当証書の修正にみられるよう
に，物的担保と結合しない形で流通する傾向が強くなる
と，譲渡金融機関の支払保証がついている点で若干緩和
されようがその債権実行においては，ますます経済的合
理性の傾向が強くなることは必然だと思われる。
　この結果，抵当証券実行上の問題にみられるように
さきにのべたような更生制度の導入は非常に困難になる
し，どうも，源資調達のために借主犠牲化の傾向を強
めることになりかねないという，懸念が生じてならな
い。
　8　おわりに
　以上，要約的に，貸手側からみた諸問題のいくつかに
つき指摘した。この結果，指摘した問題のうち，主要な
問題について検討するにあたっては，基本的には，ま
ず，住宅金融の性格を明確化する必要があるのではない
かと考えられる。
　すなわち，人に対する貸付＝個人需要の満足化のため
の金融なのか，住宅に対する貸付＝住宅政策的見地に立
って住宅供給量の充足のための金融なのかを明確にする
ことが，今後，住宅ローンの諸問題を考えるにあたっ
て，とくに重要だと思われるのである。
　2．住宅ローン債権取立実行上の保護
　　　一住宅ロ　・一ン借主保護をめぐる政策的課題一
　はじめに
　住宅P一ンは，消費者ロ　・一ンの王者である。日本銀行
統計局「経済統計年報」によれば，55年の全国銀行の総
貸出残高136兆4，746億円のうち消費者ローンが15兆
2，　972億円で，そのうち住宅ローンが14兆5，091億円であ
ることからも知りうるところである。また，民間金融機
関全体の住宅貸付残高をみると55年は30兆5，373億円と
なっている。このために，住宅ローン政策は，個別住宅
ローン借主の生活設計にかかわるだけでなく国民的な経
済社会問題として位置づけられることになる。そこで，
これまでも融資の拡大や融資条件，金利などの面につい
ては，いろいろな施策が提案され，あるいは実施されて
きた。しかしこのような貸付政策もさることながら，も
う一歩を進めて，住宅ローン債権の取立・実行という回
収面においての適切な施策が望まれる時期にきているの
ではないだろうか。住宅ローン債権の回収に関しては，
基本的には借主自己責任の原則が貫かれてきたわけであ
るが，この原則を，一般債権の回収の場合と同様に，こ
れまでのように無修正で維持してよいものかどうかもう
一度検討しなおす必要があるように思われるからであ
る。住宅ローン残高30兆円余の回収政策の経済的社会的
影響の大きいことは言うまでもないところであるし，消
費者保護政策との関連からいっても，その一環として見
逃すわけにはいかないからである。
　とくに，住宅ローン貸付の特質に伴うところの構造的
危険性を住宅ローン借主である消費者に，自己責任の原
則の名のもとに一方的に負担させてはいないかどうか検
討してみることが重要ではないかと思われる。住宅ロー
ン貸付の特質として，貸付の少額・大量性，長期性，貸
付先の汎個性性，返済主体の個人性，返済金の逓減性，
貸付資金の固定性，債権の消費者性，福祉金融・政策金
融性などがあげられるが，これらの特性に関連しての住
宅P一ン債権の取立・実行上の問題点を解明すること
が，まず必要ではないかと考えられる。そして，そのこ
とを前提として，住宅ローン債権の取立・実行のための
適切な施策が検討されなければならないであろう。本稿
でも，かかる観点から検討を加え，回収政策の一端につ
いて私見をのべることにする。
　2　住宅ローン債権の長期性との関係
　住宅ローンは，消費者ローンのうちでも，消費者の個
人債務としては，その額は多額であり，そのため返済期
間も長期化しなければならないという必然性を持ってい
る。そこで，この返済期間の最長期として，何年が適当
であるのかをまず考えなけれぽならない。最近では，住
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宅金融会社などの25年ないし30年を最長期として，銀行
などでは20年とするのが一般的のようである。しかし，
近時，住宅取得価格が高額になるにつれ，この程度の期
間で返済しなけれぽならないとすると月々の返済が多額
になり家計を圧迫しかねないであろう。とくに，なるべ
く長期の貸付を必要とする低所得者にとっては，比較的
金利の安い銀行融資を利用することができず，金利の比
較的高い住宅金融会社に頼らざるをえないということに
なるのが実情で，これでは高所得者ほど安い金利で借り
入れることができ低所得者ほど高い金利を支払わなけれ
ぽならないということになってしまうわけである。そこ
で，返済期間については，なるべく長期化する方向性を
さぐる一たとえぽ35年程度　　とともに，全ての住宅
金融機関が一律にそれに従うような措置がとられる必要
があるのではないだろうか。つぎに，返済期間の固定性
が問題になろう。今日でも，繰り上げ返済が一般的に認
められており，その意味では期間短縮は可能で，固定性
は緩和されているといえる。しかし，借主が最も望むこ
とは，期間延長の余地が与えられるということであろ
う。たしかに，借主は，融資の際には，将来返済の可能
性にもとついて返済期日を定めるわけであるが，その見
込み違いも起りうるわけで，その危険を借主のみに負担
させるのではなく，危険回避の余地を残すという意味に
おいて，少なくとも一般的に承認している最長期間（た
とえば35年）以内においてならば，一定の条件のもとに
返済期間の延長を認めてよいのではないだろうか。この
ことによって，当初から，必ずしも，最長期間とする必
要がなくなるであろう。このために，返済期間自由調整
制度を導入することが望まれるわけである。なお，長期
性に伴う最大の問題は，返済能力の変動の危険性であ
る。返済期間が20年あるいは35年ともなると，なかなか
安定的に返済のための収入を確i保できるものではない。
そこで，その危険を借主にのみ一方的に負わすというこ
とでいいのであろうか。それが一時期離職したとか収入
減が生じたとかのように，一時期的な場合であるとき，
ますます問題ではないかと思われる。このような場合に
は，一時返済を猶予するとか，返済金を立て替えると
か，あるいは貸し付けるといったような制度が，各金融
機関においてか，あるいは国家的に設けることがとくに
必要である。
　3　信用補完制度の利用との関係
　住宅ローン債権の保全の態様は多様である。本来的債
権保全とでもいえるものには，融資対象物件についての
住宅ローン債権担保や求償権担保，信用保証，保証保
険，個人保証，事業主保証，販売業者保証，金融機関保
証，住宅融資保険，団体信用保証，公庫住宅融資保証な
どが利用されており，補助的債権保全としては団体生命
保険，火災保険金担保などが利用されている。このう
ち，本来的債権保全についてみれぽ，住宅ロ　e一ン債権担
保のために，融資対象物件に対し，直接，担保権を設定
するという方法が減少し，それに代えて，信用保証会社
の信用保証か，損害保険会社の保証保険かの人的担保で
保全する方法が一般的になってきている。そして，これ
らの保証会社ないし保険会社は，代位弁済に伴う求償債
権を保全するために融資対象物件に抵当権等の担保権を
設定することになる。かかる現象は，保証会社ないし保
険会社が融資対象物件について，物的担保を取得するこ
とによって，それらの会社は借主のために人的担保を提
供することになるわけで，いわゆる「物的担保の人的担
保化」ともいえる現象である。
　ところで，このような信用補完制度の利用の一般化
は，住宅ローン債権の取立・実行に関連してみるとき非
常に重要な問題を投げかけていることに留意しなけれぽ
ならないのである。
　信用保証を利用した場合の住宅ローン債権の取立・実
行は，一般的にはつぎのようである。それは，保証契約
書によると．住宅P一ン貸付金融機関は，信用保証会社
に対し，借主が約定履行期限後2ヵ月を経過しても債務
を履行しないときは．代位弁済として保証債務の履行を
請求することができ，その後2年を経過したときは，保
証債務の履行を請求できないとしている。そして，実際
には，A総合信用会社の昭和54年の例をみると，借主が
2回遅滞したことの事故報告件数は，全保証件数の3％
であり，その後代位弁済した件数は0．3％であり，これ
にもとつく求償債権による回収不能件数は0．03％である
といわれている。そして，その事は，年々増加の傾向に
あるとのことである。
　保証保険を利用の場合は，借主の遅滞が2ヵ月に及ん
だときは，貸付金融機関は書面で直ちに通知しなければ
ならないし，保険事故が発生した時から30日以内または
保険会社の承認した猶予期間内に保険金請求書を提出し
なけれぽならないとしている。そして，これにもとつ
く，損害保険会社20社の代位弁済件数は．昭和50年は
790件であったのに対し，昭和54年は7，200件であり，こ
の保険事故率は55万4，000件に対するもので約0．8％で
あると報告されている。この場合も，その件数が大幅に
増加しているだけでなく，それはかなり高率である。
　ところで，このような仕組みを前提として，まずいえ
ることは，遅滞後の借主の更生の余地が狭められてはい
ないかということである。この点，甲銀行の話しによれ
ば，代位弁済の請求の際には，弁済事情については考慮
し，条件変更の相談に応ずる場合があるといわれている
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し，乙銀行でも，代位弁済請求期間の2ヵ月から2年以
内においては，この間に弁済についての調整を行う場合
があるとされており，事実上の更生の余地のあることが
明らかにされている。これに対し，代位弁済後の取り立
てについては，そのような更生の余地は全くみられない
ようである。このように，代位弁済前と後との取り扱い
上の違いは，こげ付きの確定化の度合いにもよるという
側面もないではないだろうが，それよりも，大きな原因
は，住宅ローンの直接の貸付先としては．なるべく正常
な方法でのローン債権の回収を望み，担保権等の実行と
いう強行手段に訴えることをなるべく回避したいと考え
るのに対し，保証会社や保険会社の場合には自らが代位
弁済をした分については，経済的合理性の論理に従って
なるべく早く回収することを考えるのではないかと推測
され，このことの帰結ではないかと考えられる。そし
て，もしそうだとするならば，信用補完制度の利用の一
般化に伴うマイナス面が，借主に負わされることになり
かねないわけで，そこに新たな問題が生ずることになる
からである。それは，貸付機関と担保権者が同一人であ
った時点では，担保実行に至る前に，事実上の更生が可
能であったことから，遅滞後の更生制度の問題はそれほ
ど表面化することがなかったわけであるが，信用補完制
度が一般的に利用されるに至った結果として，代位弁済
前の更生の余地も少なくなったことは想嫁にかたくない
ところであるし，とくに，代位弁済請求後は，その余地
は全くなくなったという意味で，この問題は，とくに，
表面化してきた重要な問題であるといわねばならないの
である。この意味において，今後は，代位弁済後の更生
の余地をどのようにして認めていくかということが，重
要な課題になるのではないだろうか。
　4　住宅ロ・一一ソ債権流動化との関係
　住宅ロ・一一ン債権は，その長期性のゆえに，貸付資金が
固定化し，その原資調達の方法として，これを流動化す
ることは必然的要請といえよう。このため，債権流動化
制度として，抵当証券制度や住宅ロ・・一ン債権信託制度，
住宅抵当証書制度などが利用されている。しかし，この
ような債権流動化が活発に行なわれることになると，借
主は，当初，貸付債権者でない者から．住宅ローン債権
の取立・実行されることになり，その際には，投下資本
の回収という意味で，経済的合理性が優先することは想
像にかたくないところであり，更生の余地などは望みう
べきもないという問題が生じることになるであろう。反
対に，更生の余地を制度的に残した形では，その債権の
流動が防げられることになるであろうから，流動化を促
進するということは，借主の負担において行なわれざる
をえないということになりかねない。
　とくに，その流動化促進の一つの方法として，抵当証
券制度の活用が強調され．そのための制度改善も提案さ
れているわけであるが，そこにも，借主の更生との関係
においては，重要な問題の横たわっていることに留意し
なけれぽならない。抵当証券法30条によれば，巳むこと
を得ざる場合の競売申立期間の伸長は認められてはいる
ものの，原則としては，借主が元本の支払をしないとき
は弁済期より3ヵ月内に抵当権にもとつく競売の申立を
しなければならないとしているからである。この規定に
よるならば，原則的には，借主の更生などというもの
は，全く考慮されていないことは明らかである。
　このために，住宅ローン債権の流動化の必要性は認め
るにしても，そのことの結果として，借主の保護に逆行
することにならないよう配慮すべきであるξそして，も
し，流動化制度のなかで，それが実現できないとするの
であれば，流動化の問題とは切り離してでも，それをカ
バーするような制度を設けることを考えなければならな
いであろう。
　5　消費者更生制度の導入の必要性
　個人ないし企業体が経済的に破綻し債務の支払いが困
難な状態になったような場合には，その清算的処理とし
ての破産制度のほかに，再建的処理としての和議や会社
更生が設けられていて，更生の余地があるわけである。
しかし，これらの制度は，実際には，個人といっても事
業者である場合に活用されることを想定したものといえ
よう。住宅ローン借主である消費者が，そのローン返済
に困窮するような情況に立ちいった場合にまで，これら
の制度を活用して更生の余地を与えるよう申し出るとい
うことは，実際上，考えられていないことであろう。し
かし，住宅ローン借主の経済的破綻が破局的な場合はと
もかく．それが一時的な場合のときは．1年か2年かの
弁済の猶予を与えるとか，弁済額を減額するとかして，
その更生の余地を与えることは，会社や事業者の場合と
比較してみても必要ではないかと思われる。ましてや，
住宅金融の福祉金融あるいは政策金融性を強調するとき
は，その必要性はますます大きいのではないかと思われ
る。
　もっとも，今日でも，さきにみたように貸付金融機関
では，実際上，更生の余地を与えているようであるが，
しかし，それは，ある意味では恩恵的なものであるにす
ぎないわけで，借主側からの法律によって認められた更
生申立権として制度化するのでなければならないのであ
る。とくに，保証会社や保険会社の代位弁済後において
は，残額についての一括請求が行なわれるのが普通であ
るが，割賦払金の弁済さえできない借主が，残額の一括
請求に応じうるはずがなく，これほど過酷な処置はない
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わけで，結局は，担保権が実行され，住宅を失うに至ら
ざるをえないという情況を考えると，この時期，すなわ
ち代位弁済後における更生申立権の制度は早急に考えら
れなければならないのではなかろうか。そのような制度
として，何が適切であるかについては，具体的見解を持
ち合わせてはいないが，その一つとして，消費者和議の
制度が考えられるのではないだろうか。その際は，住宅
ローン債権に限らず，消費者P一ン債権についての弁済
遅滞に際しての更生制度として，消費者保護の見地から
一顧することが求められよう。
　なお．それとともに，更生のための資金融資制度も併
せて考えなけれぽならない。借主にとって，最も望まれ
るのは．住宅ローン返済のための資金を一時的に調達で
きるということであり，その可能性がなけれぽ更生の途
も困難であろう。そして，更生制度を考える上において
も，更生のために民間住宅金融機関の経済性を度外視
し，その犠牲において行なうことは無理であり，その実
現も不可能になろうから，返済資金融資制度はどうして
も必要になるわけである。もっとも，最近では，金融機
関では使用使途を限定しない消費者ローンも行なわれて
おり，これを利用する方法も考えられるが，その利用
は，それほど容易ではないのが実情のようである。この
ために，サラ金などを利用せざるをえないことになり，
その結果，ますます破局に近づきかねないのが実情であ
る。そこで，民間金融機関における返済金一時融資制度
も考えられないことではないが，このような危険性の大
きい融資が果して可能かどうかという問題が生じよう。
このためには，やはり，公的住宅金融機関によって，そ
れが実施されることが一番望ましいのではないかと思わ
れる。公的住宅金融機関の多くは，住宅取得にあたって
の資金融資を中心としているわけであるが，それととも
に，民間金融機関を利用して住宅を取得した者のその後
の経済的変化に伴って生じた一時的な返済の困難さを救
済し，取得した住宅を手放さずにすむような資金融資に
も，もっと積極的に目を向けていってはどうであろう
か。
　さらには，更生制度を安全なものにするために，更生
にもとつく返済を保証するための制度として，公的機関
による信用補完制度の活用が考えられる。現在，住宅金
融公庫では，昭和30年に制定された住宅融資保険法によ
って，民間の金融機関の住宅融資につき保険をしている
わけであるが，このような保険の制度を，更生後の返済
にも利用できるよう改正することが考えられるわけであ
る。
　む　す　び
　住宅ローン政策を考える場合，これまではややもする
と，いかにして，容易に，かつ好条件で住宅融資を行な
い，消費者の生活の基盤である住宅の取得を可能にする
かという観点からのみ問題にされてきたわけであるが，
ここでは，消費者が住宅融資をうけて取得した住宅を，
消費者にその後一時的な経済的変化が生じても，失うこ
とのないような措置をとるにはどうすればよいかという
観点に立ってみてきたわけである。そして，かかる観点
は，住宅金融の特質を適確に捉えていくならば，見落し
てはならない観点であったわけであるが，これまで余り
考慮されてこなかったようであり，そこに，住宅ローン
政策の大きな欠陥があったといえるのではないかと思わ
れる。
　そこで，このような視点に立ってみるとき，個別的に
は，いろいろな制度の検討が必要になることは，前に述
べたとおりであるが，そのなかでも，とくに重要な，か
つ基本的な問題は，更生制度の制度化の検討ではないか
と思われる。しかし，このような制度の導入は，現行法
制度上の更生制度にみられるような，債権者と債務者と
の関係のみを基調にしたものでは十分でないわけで，そ
こに公的機関が介入してはじめて十分なものになり，可
能となるように考えられる。そして，更生制度を考える
上において，公的機関の介入を考えることは，住宅金融
の特質からすれば当然に許されることであり，何ら問題
はないであろう。そして，このことによって，住宅ロー
ンの返済についての借主自己責任の原則を貫きながら
も，それを側面から補助するということで，住宅政策
も，ぎめ細かいものになるのではないだろうか。
　ところで，更生制度としてどのようなものを施策する
かは，今後の問題としてここでは留保したわけである
が，まず，その必要性につき，大方の賛同がえられれ
ば，本稿の第一の狙いが達成されたといえるわけであ
る。
一46一
